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裁 決

審査請求人■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■

処分庁．高松市福祉事務所長

上記審査請求人（以下「請求人」という。）から平成２７年２月５日付けで提起され
た、平成26年１２月１０日付け生活保護申請却下処分（以下「本件処分」という。）に
係る審査請求（以下「本件審査請求」という。）について、次のとおり裁決する。○

主 文

本件処分を取り消す。

理 由

第１審査請求の趣旨及び理由
１審査請求の趣旨
本件審査請求の趣旨は、本件処分を取消し、生活保護開始決定処分を求めるとい
うものである。
２審査請求の理由
審査請求の理由の要旨は、審査請求書等によれば概ね次のとおりである。
請求人は、平成26年11月１３日、援助してくれていた人が死亡したため、生活
に困窮し､生活保護を申請した｡ｑ一三一二二二'§あるので､その旨を申請
時に話した｡処分庁の検診命令により■■■■■■■■■検診を受けたが､CT、
血液、肺機能検査は異常なかった。ハローワークで求職活動の説明を受け、ハロー
ワークで求職活動を行い、処分庁に求職活動を記した用紙を提出した。処分庁の担
当職員（以下「担当職員」という。）が不在のため、他の職員に提出したところ、
「後日、担当職員から連絡が有りますｂ」と言われたが、担当職員からの連絡はな
かった。同年12月１１日、担当職員に「生活保護がどうなったか｡」確認しようと
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電話をしたが、担当職員が不在のため、「明日、連絡します。」と伝え、電話を切
った。その直後に処分庁より「生活保護申請却下通知書」が届いた。
当該生活保護申請の却下の理由が「稼働能力の不活用」となっていたが、請求人
にとって生活保護申請は初めてのことで、担当職員から求職活動のやり方について
十分な説明がなかったので、どのようにしたらよいのかよくわからず、検診命令の
結果を待ってから、求職活動を始め、２回ハローワークで求職活動をし､'処分庁に
求職活動状況報告書を提出した。その時に、「後日、担当職員から連絡が有りま
す。」と言われたが、その後、担当職員からの連絡はまったくなく、これで十分な
指導と言えるのか。また、申請時、担当職員から求職活動について十分な説明もな
く、「後日、担当職員から連絡が有ります．」と言いながら、担当職員からの連絡
はまったくなく、いきなり処分庁より「生活保護申請却下通知書」が届く、このよ
うなやり方が、「住民福祉の機関｣としての自治体のやり方なのか｡』■■■■■
■■■■■■■■■■■借入し､返済もしなければいけないのに生活保護を却下され、
途方にくれている。

○
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第２認定事実
審査庁において、次の事実を認定する。

１平成２６年１１月１３日、請求人は、処分庁を訪れ、保護申請を行った。申請書に
は｢私は、この2年間､■■■■■■■から､■-の援助を受けて生活をし
ていましたが､■■■■■■に亡くなり、援助を受けられなくなりました。仕事も
していなかったので、収入もありません６預貯金、手持金も少なく、活用する財産
もありません。身内からの金銭的援助も望めず、生活に困っていますので、生活保
護の申請をお願いしますも」と記載がある。担当職員は、請求人に稼働能力がある
場合には、その稼働能力を最低限度の生活の維持のために活用しなくてはならない
旨説明し､今の体調で就労が可能力確認したところ､との回答があった｡
ただし、通院は２か月に１度程度受診し、薬をもらっているとのことであり、請求
人から就労できないとの申し出もなかったため、ハローワーク高松の専門窓口を主
として活用し、真筆に求職活動を行うとともに、同月２８日に処分庁に提出するよ

・う伝えたところ､承諾を得た｡また､■■■どの程度､就労に影響があるかを調査

するため､■■■■■■■■■での検診命令を行うことを伝えた｡面接記録票には、
請求人から聞き取った、請求人の年齢、生活状況、生活歴、職歴、病歴、資産及び
扶養義務者等の状況が記載されていた。
２平成２６年１１月１９日、担当職員は、請求人宅を訪問し、請求人に検診命令書を
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渡し、同月２０日に■-■で検診を受けるよう伝えた。請求人の求職活動状
況 を 確 認 す る と 、 た め ､ ハ ロ ー ﾜ ｰ ｸ 高 松
の３１～３３番窓口に行き担当者と相談しながら求職活動を行うよう伝え、求職活動
内容と検診命令の結果を踏まえ、判断することを伝えた。
3平成26年11月25日､処分庁は､勤ら送られてきた請求入の検診
書を受理した｡検診書には､傷病名は､､診療の要否､診療の方法
等に関する意見は、「診療は必要であるが就労は可能である。」と記載されていた。
４平成26年11月２８日、請求人は、処分庁を訪れ､求職活動状況報告書を提出し
た。担当職員が不在であったため、担当職員の上司が対応し、請求人から提出され
た求職活動状況報告書の内容を確認したところ､ｇ---ー-一-一

ため､請求人に対し引き続き求職活動を行うよう求
職活動状況報告書を渡した。請求人は、当該報告書を次は、いつ提出したらよいか
と尋ね、担当職員の上司は、提出日については必要となれば、担当職員から連絡す
る旨を伝えた。担当職員が、請求人の求職活動状況の確認を行い、ハローワーク高
松の担当者と相談しながら求職活動を行うよ.うに伝えた同月.１９日（水）から同月
２８日（金）の間で、請求人がハローワーク高松で求職活動を行うことができたの
は、ハローワーク高松の閉庁日（士・日・祝日）を除くと７日間であった。
平成26年12月１日、処分庁は、請求人の求職活動状況について、ハローワーク
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高松に電話確認した。担当者から ど
ういう仕事に就くか迷っている状況であったため、無料で受講できる職業訓練も案
内した。求職活動を行っていた期間にー■■■■■■応募できる事務職
やサービス業等の求人は多く存在していた。」との回答があった。担当職員の上司
が、請求人に対し引き続き求職活動を行うよう求職活動状況報告書を渡した１１月
２８日（金）から１２月１日（月）の間で、請求人がハローワーク高松で求職活動を
行うことができたのは、ハローワーク高松の閉庁日（土・・日・祝日）を除くと２日
間であった。
６平成26年12月２日、処分庁は、請求人の保護申請について診断会議を開催した。
処分庁は､診断会議において､請求人は､■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
での検診命令結果によると就労は可能であり、請求人のこれまでの職歴等から応募
可能な事務職やサービス業等の求人が多々あったこと、また､請求人から提出され

○

た求職活動状況報告書の内容から、 - 内
容も求人情報検索システムによる検索や求人票の持ち帰りのみで、応募や面接には
至っていないことを踏まえ、高松市における有効求人倍率は良好であり、請求人は、
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育児等の就労を阻害する要因はなく、応募可能な求人が多々あるが、その求人に対
し応募・面接を行うなど真蟄に求職活動を行っているとは認められず、稼働能力を
十分に活用しているとは判断できないとして、本件処分に係る判断を行った。
却下通知書には、却下の理由として、「稼働能力の不活用」と記載されていた。

第 ３ 判 断 ．
１稼働能力の活用について、次のとおり法及び国の通知にその取扱いが定められて
いる。

（１）保護の補足性について、生活保護法（昭和２５年法律第144号。以下「法」と
いう。）４条１項に、「保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力
その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件と
して行われる。」とある。
（２）稼働能力の活用について、生活保護法による保護の実施要領について（昭和
３８年４月１日社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。）
第４に、
「１稼働能力を活用しているか否かについては、①稼働能力があるか否か、②そ
の具体的な稼働能力を前提として、その能力を活用する意思があるか否か、③
実際に稼働能力を活用する就労の場を得ることができるか否か、により判断す
ること。
また、判断に当たっては、必要に応じてケース診断会議や稼働能力判定会議

等を開催するなど、組織的な検討を行うこと。
２稼働能力があるか否かの評価については、年齢や医学的な面からの評価だけ
ではなく、その者の有している資格、生活歴・職歴等を把握・分析し、それら
を客観的かつ総合的に勘案して行うこと。
３稼働能力を活用する意思があるか否かの評価については、求職状況報告書等
により本人に申告させるなど、その者の求職活動の実施状況を具体的に把握し、
その者が２で評価した稼働能力を前提として真筆に求職活動を行ったかどうか

・を踏まえ行うこと。

４就労の場を得ることができるか否かの評価については、２で評価した本人の
稼働能力を前提として、地域における有効求人倍率や求人内容等の客観的な情
報や､育児や介護の必要性などその者の就労を阻害する要因を踏まえて行うこ
と。」とある。

○
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Ｉこれらのことを踏まえ、本件処分について検討する。
稼働能力の活用について検討する。

（１）稼働能力があるか否かの評価について検討する。
処分庁は、上記第２の１のとおり申請書や面接記録票に記載がある保護申請時
に請求人から聞き取った、請求人の年齢、生活状況、生活歴、職歴、病歴、資産
及び扶養義務者等の状況や、通院治療の状況について把握している。次に｛処分
庁は､上記第２の2及び3のとおがどの程度､就労に影響がある
か調査するため、検診命令を行い、請求人は、治療は必要だが就労は可能である
との診断結果を得た。また、処分庁は、上記第２の２のとおり請求人の求職活動
状況を確認し､■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■､ハローﾜｰｸ高松
の３１～３３番窓口に行き、担当者と相談しながら求職活動を行うよう伝え、求職
活動内容と検診命令の結果を踏まえ、判断することを伝えた。さらに、上記第２
の５のとおりハローワーク高松から、請求人の求職活動状況や求職活動を行って
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■■■■■■■■いた期間に 応募できる事務職やサービス業等の求人は
。そして、診断会議において、処分庁は、
､請求人 i ､就労は可

多く存在していたとの意見を聴取した。そして、診断会議において、処分庁は、
上記第２の6のとおり検診命令の結果､請求人i､就労は可
能であると判断した。
局長通知第４-２に「稼働能力があるか否かの評価については、年齢や医学
的な面からの評価だけではなく、その者の有している資格、生活歴・職歴等を
把握・分析し、それらを客観的かつ総合的に勘案して行うこと。」とある。
処分庁は、上記申請書や申請時に請求人から聴取した生活歴・職歴・病状等
の面接記録票の内容を把握しており、検診命令による検診結果を踏まえた医学
的な面からの評価を行い、また､請求人の有している資格、生活歴・職歴等を分
析し、それらを客観的かつ総合的に勘案のうえ検討して、請求人の稼働能力が
あると評価していることから、稼働能力があるか否かの評価について、不当で
あるとは言えない。

(2)稼働能力を活用する意思があるか否かの評価について検討する。
処分庁は、上記第２の１及び２のとおり請求人から就労できないとの申し出も
なかったため、ハローワーク高松の専門窓口を主として活用し、真筆に求職活動
を行い、１１月２８日に処分庁に求職活動状況申告書を提出するよう伝え、承諾を
得た。そして上記第２の４のとおり同月２８日に請求人から提出された求職活動

○
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■■■状況報告書の内容を確認すると、
- 一 一 一 ＝ ー -

■■■■■■■、引き続き求職活動を行うよう求職活動状況報告書を渡し
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た。請求人は、当該報告書を次は、いつ提出すればよいかと尋ね、担当職員の上
司は、提出日については必要となれば、担当職員から連絡する旨伝えた。
また、処分庁は、上記第２の５のとおりハローワーク高松に対して請求人の求
職活動状況を確認し､請求人が求職活動を行っていた期間に-̅ ］
■■■応募できる事務職やサービス業等の求人が多く存在していたとの意見を聴
取した。
そして処分庁は、診断会議において上記第２の６のとおり請求人の求職活動状

■■■■■■■■■■■■■■■■況報告書の内容から、

- 応 募 や 面 接 に 至 っ て お ら
ず、真筆に求職活動を行っていないと判断した。
局長通知第４-３に「稼働能力を活用する意思があるか否かの評価については、

求職状況報告書等により本人に申告させるなど、その者の求職活動の実施状況を
具体的に把握し、その者が２で評価した稼働能力を前提として真蟄に求職活動を
行ったかどうかを踏まえ行うこと。」とある。
処分庁は、請求人から提出された求職活動状況報告書､請求人への面接、ハロ
ーワーク高松への確認等により請求人の求職活動の実施状況を具体的に把握した

うえで､請求人が求職活動を行っていた期間に一二'賞応募でき
る事務職やサービス業等の求人が多く存在していたが､請求人は､

１
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また、応募や面接に至っていないため、請求人が、
稼働能力を前提として真筆に求職活動を行っているとは認められないと判断した。
しかし、処分庁は、請求人に対し引き続き求職活動を行うよう求職活動状況報告
書を渡し、請求人から、当該報告書を次は、いつ提出すればよいかと尋ねられ、
必要となれば、担当職員から連絡する旨を伝えた後、請求人に対し連絡をしてお
らず、当該報告書の提出を受けていない。請求人が、処分庁から渡された求職活
動状況報告書を次は、いつ提出すればよいかと尋ねていることから、請求人は、
11月２８日以降も求職活動を行う意思があると判断できるため､処分庁は、改め
て当該報告書の提出を求めるなどしたうえで、請求人の同月２８日以降の求職活
動について実施状況を把握し､稼働能力を活用する意思があるか否かの評価を行
う必要があったと考えられる。ここで、処分庁は、ケース診断会議の前日である
１２月１日（月）に請求人の求職活動の実施状況をハローワーク高松に確認して
いるが、処分庁が引き続き求職活動を行うよう求職活動状況報告書を渡した１１
月２８日（金）から１２月１日（月）の間で、請求人がハローワーク高松で求職活
動を行うことができたのは、ハローウーク高松の閉庁日（土・日・祝日）を除く

○
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と２日間であったことを考慮すると請求人が稼働能力を前提として真蟄に求職活
動を行ったかどうかの有無を適切に検討したとは認められず、稼働能力を活用す
る意思があるか否かの評価を十分に行っているとは言えない。

（３）就労の場を得ることができるか否かの評価について検討する。
処分庁は、上記第２の５のとおり請求人の求職活動状況について、ハローワー
ク高松に確認し、請求人が求職活動を行っていた期間に■■■■■

■応募できる事務職やサービス業等の求人が多く存在していたとの意見を聴取し
た。
また、処分庁は、上記第２の１のとおり面接記録票に請求人の年齢､生活状況、

生活歴､職歴及び病歴等を記載しており、診断会議において、育児等の必要性な
ど請求人の就労を阻害する要因がないと判断している。
局長通知第４-４に｢就労の場を得ることができるか否かの評価については、
２で評価した本人の稼働能力を前提として、地域における有効求人倍率や求人内
容等の客観的な情報や､育児や介護の必要性などその者の就労を阻害する要因を
踏まえて行うこと。」とある。
処分庁は、ハローワーク高松に確認し、請求人が求職活動を行っていた期間に

○

ー - ̅ ̅ 三 二 二応募できる事務職やサービス業等の求人が多く存在し
ていたことや高松市における有効求人倍率は良好であるなど、地域における求人
内容等の客観的な情報を把握しており、また、請求人の生活状況や職歴等を把握
し、これらの生活状況等から稼働能力を前提とした就労を阻害する要因がないと
判断していることから、就労の場を得ることができるか否かの評価について不当
であるとは言えない。
これらを踏まえると、稼働能力を活用しているか否かについて、その具体的な

稼働能力を前提として、その能力を活用する意思があるか否かの評価を局長通知
第４に基づき、適切に判断しているとは言えない。
したがって、稼働能力の不活用のため、法４条１項に定める保護の要件を欠く

ものとしたことについて、違法・不当と言わざるを得ない。

○

以上のことから、本件処分は、法及び通知に基づき適正になされたと認められ
ず、違法・不当であると言わざるを得ない。

第 ４ 結 論
本件審査請求は、理由があると認められるため、行政不服審査法（昭和３７年法

７



̅

律第160号)40条３項の規定を適用し、主文のとおり裁決する。

平成27年５月８日

審査庁香川県知事浜田恵造
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